
・オホーツク総合振興局から送付済みの納税通知書

で、第１期（８月31日期限）と第２期（11月30日

期限）の２回に分けて納めていただきます。

個人事業税は、道内に事務所（事業所）があり、

事業を行っている個人に、その所得基礎として課

税される道税です。

事業の所得から各種控除額を差し引いたものに

次の税率をかけて算出します。

連絡・問い合わせ先

オホーツク総合振興局地域振興部税務課

事業税間税係 † 0152－41－0613

が、水道法で滅菌が義務付けられ

ているため、必要最少量の塩素注

入を行い、安全な水として皆さん

の家庭に届けています。

私たちが、毎日飲用として使って

いる水道水。この水道水は、水道法

によって厳しい水質基準が定められ、

水源地から浄水場、各家庭の蛇口に

至るまで定期的に水質検査を行い、

水道水の水質管理に万全を期してい

ます。

この水質検査を「どの場所で」「ど

のような項目について」「どれくらい

の頻度で」行うかなどを表したもの

が水質検査計画です。

今回は、この計画に基づき毎月検

査している項目の結果について下記

のとおりお知らせします。

検査した水は、津別市街や活汲・

恩根・最上地区を給水区域にしてい

る上里を水源地とする水道水、もう

一つは本岐や相生地区を給水区域と

している相生が水源地の水道水です。

どちらも湧き水で、そのままでも

水質基準の項目をクリアしています

水は地球からの大切な贈り物

水質検査計画を定めています
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津　別　町　水　道　水　の　水　質　検　査　結　果

※測定した水は、平成22年9月15日に上里・相生の水道水（蛇口）から採取したものです。
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労働保険とは、労災保険と雇用保険の総称で、労

働者の生活の安定、福祉の増進等を図ることを目的

に、国が直接管理運営している保険です。農林水産

業の一部を除き、労働者を１人でも雇用する事業に

ついては、法人・個人を問わず加入が義務づけられ

ております。

厚生労働省では、「未手続事業の一掃」を年間の

通じた主要課題と位置付けたうえで、11月を「労

働保険適用促進強化月間」とし、集中的に広報活動

を展開し、労働保険制度のより一層の理解、周知を

図ることとしております。

労働者が安心して働ける職場となるよう、まだ労

働保険に加入していない事業主の方は、速やかに最

寄りの労働基準監督署または公共職業安定所（ハロ

ーワーク）でご相談してください。

問い合わせ先

北見労働基準監督署　†0157-23-7406

私たちは水の星に暮らしていま

す。しかし地球上の水の97％は海

水で、私たちが利用できる水は全

体の１％弱しかありません。

その地球環境に水資源を含め注

意信号がでています。

水が汚れると飲料水にするため

には、多くのエネルギーを消費し

なければなりません。

環境への負荷を極力少なくする

ために水源林の保全など私たちの

できることから、地球を守る工夫

を始めましょう。

水道事業は、常に安全で安心し

て飲むことのできる水の安全給水

に努めています。

日　時 11月12日（金）９時30分～12時00分

場　所 町民会館　１階和室・調理室

持ち物 エプロン、三角巾、手ふき

タオル、離乳食ガイドブック

参加費 無料です

申込締切 11月８日（月）まで

その他 当日は託児があります

生後４～７ヶ月児の保護者を対象にした離乳食（初期、

中期）の教室を開催します。

教室では、講話（離乳食のポイント、進め方など）、調

理実習（初期、中期）、試食などを予定しています。気軽

にご参加下さい。

申込・問い合わせ先

役場　保健福祉課健康医療グループ・栄養士　

†76－2151 内線 232
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※年税額が１万円以下の場合は、第１期に全額納め

ていただきます。

・第２期分は、11月30日（火）までに納税してください。

・納税通知書を紛失された場合や納税についてのご

相談は、次まで問い合わせ下さい。

・道税の納税には、手続きが簡単で便利な口座振替

もご利用できます。

11月は、労働保険適用促進強化月間

平成22年中に国民年金保険料を納付した方には日本

年金機構から「社会保険料（国民年金保険料）控除証

明書」が送られます。

国民年金保険料は、納付した全額が所得税・町民税

の社会保険料控除の対象となります。そのためには

「控除証明書」を添付して申請しなければなりません。

確定申告や年末調整の際には、「控除証明書」や領収

書が必要となりますので、大切に保管してください。

「控除証明書」に記載されている月分以外の保険料を

12月31日までに納めた場合は、その分も合わせて申告

できます。「控除証明書」と一緒に納付した保険料の

領収書を添付してください。

なお、世帯主または配偶者が家族の国民年金保険料

を納めた場合には、納付した人がその保険料を申告す

ることができます。

問い合わせ先

控除証明書専用ダイヤル † 0570－070－117

受付 平成22年11月１日～平成23年３月15日

（12月29日～１月３日は除く）

月曜日　　　８：30～19：00

火～金曜日　８：30～17：15

つ
べ
つ
の
水
質
検
査
結
果
の
お
知
ら
せ
�


